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要旨 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、未曾有の被害をもたらしている。地震に

よる人的、物的被害のみならず、津波や放射能の影響など、現在もなお様々な形で人々に

甚大な被害を与え続けている。本章では、主に 2011年 6月に実施した第 1回東日本大震災

特別調査の回答を使用して、東日本大震災発生前後の人々の主観的な幸福感や利他性など

の価値観、寄付などの利他的経済行動のありかたについて考察する。その結果、日本全国

の回答の分布をみると、１) 約 7 割の人々の幸福感は変化しなかったが、変化した人々に

ついては幸福感の上がった人々が多いこと、２）約 6 割の人々は震災後に「自分よりも他

人のことを優先する」利他的な価値観が変化しなかったが、変化した人々の中では利他性

が強まった人々が多かったことが明らかにされた。ただし、特に被害が大きかった岩手県、

福島県、宮城県では、幸福感も利他性も変化した人々の割合が全国に比べて多いなど、回

答の分布に差が見られた。多項プロビットによる分析結果からは、震災関連の寄付を行っ

た人や生命保険に震災前に加入していた人の幸福感は上がる確率が、利他的価値観は強ま

る確率が、高くなっている。これらの結果の現段階でのひとつの有力な解釈は、大震災を

契機として、利他的な価値観が強まった人たちはむしろ大震災後に幸福感が高まった、と

いうものである。利他性が震災前から高い人や震災後に高まった人たちは寄付などの利他

行為をする場合が多く、そのような利他行為は、さらに利他性を強める働きがあったと考

えられる。 
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